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（注）  

・日本放送協会の事業年度は、毎年４月に始まり翌年３月に終わる。

特に断りのないかぎり、本報告書に記載している４月の日付は平

成３１年の当該日付を、５月から１２月までの日付は令和元年の

当該日付を、それぞれ指している。  

・第１章及び第９章に記載の金額については、単位未満の端数を切

り捨てて表示している。  
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